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株主資本等変動計算書

（自
至

2024
2025

年
年
５
４
月
月
１
30
日
日）

（単位：千円）
株 主 資 本

純資産
合 計資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金
株主資本
合 計資 本

準備金
資 本
剰余金
合 計

その他
利益剰余金 利 益

剰余金
合 計繰越利益

剰 余 金
当 期 首 残 高 120,122 110,122 110,122 59,216 59,216 289,461 289,461

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 81,996 81,996 81,996 163,992 163,992

当期純損失（△） △318,036 △318,036 △318,036 △318,036

当 期 変 動 額 合 計 81,996 81,996 81,996 △318,036 △318,036 △154,044 △154,044

当 期 末 残 高 202,118 192,118 192,118 △258,819 △258,819 135,417 135,417

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産の評価基準及び評価方法
仕掛品は個別法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）、貯蔵品は最

終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）を採用していま
す。

２．固定資産の減価償却の方法
⑴ 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、建物については定額法）を採用しております。
主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 ６〜24年
車両運搬具 ２年
工具、器具及び備品 ２〜15年
なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、３年間で均等償却する方法を採用してお

ります。

⑵ 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

３．貸倒引当金の計上基準
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

４．収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を

充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
⑴ 学びエイドマスター

「学びエイドマスター」とは、学習塾等教育関連事業者の顧客に対し、映像授業と管理機能を提供する
サービスであります。当社は顧客から当該サービスに係る月額料金と初期導入費用を受領しております。
月額料金は、主として月額基本費用と生徒アカウント費用がありますが、当社と顧客との契約に基づ

き、契約期間にわたって当該サービスを顧客に提供する義務を負っております。したがって、履行義務の
充足については、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基
づき収益を認識しております。
初期導入費用は、新規契約時に顧客から受領するものであります。初期導入費用については、更新オプ

ションとして履行義務を識別し、合理的に算定したサービス提供期間にわたって収益を認識しておりま
す。
学びエイドマスターにおける取引対価は、当社が履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重
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大な金融要素は含んでおりません。
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⑵ 学びエイドマスターforSchool
「学びエイドマスターforSchool」とは、学習塾等の顧客に対し、「学びエイドマスター」をベースに顧

客の指導スタイルや塾運営に合わせた「学習管理機能」や「映像コンテンツ」をカスタマイズ（共同開
発）して提供するサービスであります。当社は顧客から当該サービスに係る月額料金（学びエイドマスタ
ー利用料）、コンテンツ制作費、システム開発費を受領しております。
月額料金は、当社と顧客との契約に基づき、契約期間にわたって当該サービスを顧客に提供する義務を

負っております。したがって、履行義務の充足については、一定の期間にわたり履行義務が充足されると
判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。
コンテンツ制作やシステム開発の販売については、当社と顧客との契約に基づき、当社が映像授業化し

たコンテンツや制作したシステムを顧客に納品する義務を負っております。これらの契約から生じる履行
義務は、当社が顧客との契約における義務を履行することにより、別の用途に転用することができない資
産が生じ、かつ、顧客との契約における義務の履行を完了した部分について、対価を収受する強制力のあ
る権利を有することから、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進
捗度に基づき収益を認識しております。なお、履行義務の充足に係る進捗度の見積りは、インプット法又
はアウトプット法によることとしております。
「学びエイドマスターforSchool」における取引対価は、当社が履行義務を充足してから１年以内に受

領しており、重大な金融要素は含んでおりません。

⑶ 学びエイドforEnterprise
「学びエイドforEnterprise」とは、教育関連事業者等の法人顧客に対し、顧客の参考書や教科書等の紙

媒体を「映像授業化」したうえで、映像授業化したコンテンツを配信するための「配信サービス」を提供
するサービスであり、当社は顧客から当該サービスに係るシステム利用料、動画利用料等を受領しており
ます。なお、顧客との契約によっては、当社が映像授業化したコンテンツや当社が制作した配信システム
を販売する場合もあります。
映像授業化及び配信サービスについては、当社と顧客との契約に基づき、契約期間にわたって当該サー

ビスを顧客に提供する義務を負っております。したがって、履行義務の充足については、一定の期間にわ
たり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。
コンテンツや配信システムの販売については、当社と顧客との契約に基づき、当社が映像授業化したコ

ンテンツや制作した配信システムを顧客に納品する義務を負っております。これらの契約から生じる履行
義務は、当社が顧客との契約における義務を履行することにより、別の用途に転用することができない資
産が生じ、かつ、顧客との契約における義務の履行を完了した部分について、対価を収受する強制力のあ
る権利を有することから、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進
捗度に基づき収益を認識しております。なお、履行義務の充足に係る進捗度の見積りは、インプット法又
はアウトプット法によることとしております。
「学びエイドforEnterprise」における取引対価は、当社が履行義務を充足してから１年以内に受領して

おり、重大な金融要素は含んでおりません。
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会計上の見積りに関する注記
固定資産の減損の認識及び測定
１．当事業年度の計算書類に計上した金額

（単位：千円）
当事業年度

有形固定資産 56,952

無形固定資産 182

減損損失 −
当事業年度において、減損の兆候があると認識した資産グループについて、割引前将来キャッシュ・フロー

の総額もしくは回収可能額が固定資産の帳簿価格を上回っていることから、減損損失は計上しておりません。

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
⑴ 算出方法

当社は、原則として、独立したキャッシュ・フローを生み出す単位として、全社の資産又は資産グルー
プを単位としたグルーピングを行っております。
資産又は資産グループの時価の下落や収益性の低下等により減損の兆候があると認められる場合には、

資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較し、割引前将
来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、当該資産グループの帳簿価額を回収可能価額
まで減額し、当該減少額を減損損失として計上することになります。なお、減損損失の測定に用いられる
回収可能価額は、正味売却価額と使用価値のいずれか高い方の金額で算定することになります。

⑵ 主要な仮定
上記判定の判断における主要な仮定は、経営者によって承認された事業計画に基づく将来キャッシュ・

フローの見積りであります。将来のキャッシュ・フローは、事業計画の基礎となる将来の販売契約数の予
測等の影響を受けます。

⑶ 翌事業年度の計算書類に与える影響
将来の経済環境の変動等により影響を受け、結果として将来キャッシュ・フローの金額が減少した場

合、翌事業年度以降の計算書類において重要な影響を与える可能性があります。

貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 20,907千円

株主資本等変動計算書に関する注記
１．当事業年度末発行済株式数 普通株式 2,264,900株

２．自己株式に関する事項
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該当事項はありません。

３．新株予約権等に関する事項
当事業年度の末日における当社が発行している新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを
除く。）の目的となる株式の数
普通株式 114,600株

４．配当に関する事項
該当事項はありません。
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税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位：千円）
繰延税金資産
税務上の繰越欠損金 103,480
貸倒引当金 437
無形固定資産 8
資産除去債務 3,478
契約負債 19
その他 836

繰延税金資産小計 108,261
評価性引当額 △106,612

繰延税金資産合計 1,649

繰延税金負債
資産除去債務に対応する除去費用 △3,099
その他 △540

繰延税金負債合計 △3,639
繰延税金負債の純額 △1,990

金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
⑴ 金融商品に対する取組方針

当社は、事業計画に照らして必要と認められる場合は、主として銀行借入により資金調達する方針でお
ります。資金運用については、短期的かつ安全性の高い金融資産を中心として運用する方針であります。

⑵ 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金及び契約資産は、顧客の信用リスクに晒されております。
敷金及び保証金は、不動産賃貸借契約に係るものであり、差入先の信用リスクに晒されております。

営業債務である未払金は短期間で決済されるものであります。
借入金は、運転資金及び設備投資に係る資金の調達を目的としたものであり、返済日は最長で決算日後

３年以内であります。
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⑶ 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権については、担当部署が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期
日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っておりま
す。
敷金及び保証金については、定期的に差入先の状況をモニタリングし、回収懸念の早期把握や軽減を

図っております。

② 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理
手元流動性の維持を目的として、管理部が月次単位で支払予定を把握するとともに、手元資金の残高

推移を月次ベースで定期検証し、取締役会への報告を行うことで、流動性リスクを管理しております。

⑷ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することもあります。

２．金融商品の時価等に関する事項
貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

⑴ 金融商品の状況に関する事項
貸借対照表計上額

（千円）
時価

（千円）
差額

（千円）
敷金・差入保証金 9,466 6,746 △2,720

資産計 9,466 6,746 △2,720
長期借入金（１年内返済予定の
長期借入金含む） 37,845 37,493 △351

負債計 37,845 37,493 △351

※「現金及び預金」、「売掛金及び契約資産」、「未収還付法人税等」、「未収消費税等」、「未払金」及び
「未払法人税等」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似
するものであることから注記を省略しております。
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価

の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定

に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価時価の算定に重要な影

響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属す
るレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しておりま
す。

⑴ 時価で貸借対照表に計上している金融商品
該当事項はありません。

⑵ 時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷金・差入保証金 − 6,746 − 6,746

資産計 − 6,746 − 6,746
長期借入金（１年内返済予定の
長期借入金含む） − 37,493 − 37,493

負債計 − 37,493 − 37,493
（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

敷金及び保証金
敷金及び保証金の時価は、契約ごとに契約終了時期を合理的に算定し、その期間及び国債利回

り等の適切な指標を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しておりま
す。

長期借入金（１年内返済予定の長期借入金含む）
長期借入金（１年内返済予定の長期借入金含む）の時価は、元利金の合計額を新規に同様の借

入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル2の時価に
分類しております。
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収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社は、教育デジタル事業の単一セグメントであり、顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、以
下のとおりであります。

（単位：千円）
当事業年度

（自2024年５月１日
至2025年４月30日）

学びエイドマスター 84,991

学びエイドマスターforSchool 78,537

学びエイドforEnterprise 116,756

その他 9,624

顧客との契約から生じる収益 289,910

その他の収益 −

外部顧客への売上高 289,910

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「重要な会計方針に係る事項に関する

注記 ４．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当事業年
度末において存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関す
る情報
⑴ 契約資産及び契約負債の残高等

顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の残高は、以下のとおりであります。
契約資産は、進捗度に応じて収益を認識することにより計上した対価に対する権利であり、対価に対す

る権利が無条件になった時点で債権に振り替えます。契約負債は、契約に基づく履行に先だって受領した
対価に関連するものであり、当社が契約に基づいて履行した時点で収益に振り替えます。

（単位：千円）
当事業年度（期首）
（2024年５月１日）

当事業年度（期末）
（2025年４月30日）

顧客との契約から生じる債権 227,884 48,218

契約資産 11,871 803

契約負債 6,707 5,854
（注）１．貸借対照表において、顧客との契約から生じた債権及び契約資産は、「売掛金及び契約資産」

に含まれております。
２．当事業年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、4,099

千円であります。

⑵ 残存履行義務に配分した取引価格
当事業年度末時点で未充足の履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、

以下のとおりであります。なお、当社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の
便法を適用し、当初に予想される契約期間が１年以内の契約について注記の対象に含めておりません。

（単位：千円）
当事業年度

（自2024年５月１日
至2025年４月30日）

１年以内 6,785

１〜２年以内 6,235

２〜３年以内 5,835

３〜４年以内 5,586

４〜５年以内 4,812

合 計 29,255
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１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 59円79銭
１株当たり当期純損失 141円90銭

重要な後発事象に関する注記
資本業務提携及び第三者割当増資による新株式の発行

当社は、2025年５月30日開催の取締役会において、いなよしキャピタルパートナーズ株式会社（以下
「ICP」といいます。）及び同社の子会社であるNOVAホールディングス株式会社との間で、2025年５月30
日付で資本業務提携（以下「本資本業務提携」といいます。）の締結を行うこと及びICPに対する第三者割当
による新株式発行を行うことを決議し、同年６月16日に払込が完了しました。

１．本資本業務提携の内容
（１）NOVAホールディング株式会社との業務提携の内容

① 販路拡大による売上成長
NOVAホールディングス及びその子会社（以下「以下「NOVAグループ」といいます。）は、英会

話事業、学習塾事業、保育・療育事業、留学事業、スポーツ事業、出版事業等を展開しており、
NOVAグループが保有する全国の教室ネットワーク及び法人営業チャネルとの連携により、当社プロ
ダクトの販路拡張と顧客基盤の拡大が見込まれると考えております。これにより、従来リーチが難し
かった新規顧客層（学習塾、語学教室、企業研修等）への展開が可能となり、中期的な売上成長に資
するシナジーが期待されます。

② 教育プロダクトの融合による新規サービスの開発可能性
当社が有する学習教材・映像授業の開発ノウハウと、NOVAグループが有する語学教育・多言語対

応コンテンツを組み合わせることにより、語学領域を含む新たな学習サービスの共同開発が可能とな
ると考えております。これにより、ユーザーのライフステージや目的に応じた柔軟な学習プロダクト
の提供が実現し、顧客単価及びLTV（ライフタイムバリュー）の向上が期待されます。

③ 両社の知見・人材の補完による経営体制の強化
本提携に伴い、NOVAグループからの戦略的な人材登用や業界知見の共有を通じて、当社の経営体

制・事業推進能力の強化が図られると考えております。特に、全国規模での事業運営ノウハウや人材
マネジメントの知見は、当社のスケーラビリティ向上に寄与するものと考えております。
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（２）募集の概要
① 払込期日 2025年６月16日

② 発行新株式数 普通株式 1,138,300株

③ 発行価額 １株につき507円

④ 調達資金の額 577,118,100円

⑤ 資本組入額 １株につき253.5円

⑥ 資本組入額の総額 288,559,050円

⑦ 募集又は割当方法（割当予定先） 第三者割当の方法により、その全てをICPに割り当て
ます。

⑥ その他 上記各号については、金融商品取引法に基づく有価証
券届出書の効力発生を条件としています。
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